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２E０２ 

構成型研究と科学技術戦略 
～再生可能エネルギーを例として～ 

 

○小林直人、鷲津明由、澤谷由里子（早稲田大学）、本村陽一（産業技術総合研究所） 

 

 

１．はじめに 

東日本大震災以後のレジリエントな社会構築、地球環境保全と持続的成長、健康・医療の向上、新産

業創出と国際競争力増強など解決すべき課題が山積している現在の状況で、それらの課題解決に対して

科学技術が果たす役割は大きく、実現可能な科学技術イノベーション政策への期待も大きい。 

一方、研究開発成果が実際の社会に役立つまでに、長い時間がかかったり忘れ去られ葬られたりして

しまうことを、悪夢の時代、死の谷と呼び、研究活動とその社会的寄与との間に大きなギャップがある

ことが認識されている。このギャップを乗り越えるために、研究開発成果の社会での活用を視野に入れ

て目標を定め、その実現のためのシナリオを設定し、そのために必要な要素(技術)の選択と統合を行い、

全体的な検証・評価を行う研究は、構成型研究と呼ばれている [1]。このような構成学（Synthesiology)

的な研究手法が、今後科学技術戦略形成に結びつくことが大いに期待される。 

これまでの研究事例では、技術的な構成方法に関する実績が積み重なりつつあるが [2]、今後は技術

の社会導入のための構成方法や、さらには科学技術戦略構築に向けた構成方法の研究が望まれる。本稿

では、早稲田大学次世代科学技術経済分析研究所[3]で進められている産業連関分析を用いた再生エネ

ルギーに関する経済・雇用・環境効果の計測結果を参照しつつ、この分野の戦略構築に寄与する構成型

研究のあり方を概説する。 

 

２．再生可能エネルギー利用の産業連関分析 

本研究では、再生可能エネルギーを対象として科学技術の詳細な経済分析手法として定評のある産業

連関分析を用いている。これまでの政府公表の産業連関表では、過去の経済活動の分析はあるが、実現

していない次世代科学技術の予測は扱われていない。そのため上記研究所では科学技術・学術政策研究

所（NISTEP）や学内の次

世代科学技術の工学系研

究者と連携し、新技術搭

載後の産業連関表を詳細

に作表している。その後、

作表された表を用いて具

体的な次世代科学技術の

実現効果を、雇用、所得、

環境などの側面から分析

した。分析の第一歩とし

ては、分散型の再生可能

エネルギー電源（事業

用・家庭用太陽光発電。

風力発電、中小水力発電、

地熱発電、バイオマス発

電）の有効活用とそれを

支える制御システム（EV

（電気自動車））によるも

のを含む蓄電機能を持つ

次世代送配電システム

（スマートグリッド））に

関する研究である。図 1は、産業連関分析によって導出した再生可能エネルギー発電施設建設に伴う経

済波及効果を示す［4］。波及効果の大きさ(縦軸)と範囲(横軸)、直接的な初期費用（円の直径）の観点

図 1．再生可能エネルギー発電施設建設による波及効果 
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４．シナリオの使い方 

明確なシナリオがあれば有効なツールとして

さまざまな場面で活用することができる。研究の

企画・立案、実施、評価や研究者の評価まで、シ

ナリオがどのように活用できるかを考察する。 

４．１ 研究の企画・立案  

① 研究の企画・立案者はシナリオに時間的要素

を加味して研究計画線図（ロードマップ）に

展開できる。シナリオの各部分の役割を特定

して研究プロジェクトの実施体制を作れる。  

② 研究の企画・立案者はシナリオに基づいて、

研究目標の達成に当たって足りない要素技

術を特定し自ら開発するか外部に委託する

か判断できる。  

③ 研究の企画・立案者はシナリオに基づいて、

想定される活用事例を民間企業や社会など

利用者に提示してフィードバックを受け、シ

ナリオの改訂に反映させられる。民間が興味

が持てる場合にはそれを提示して共同研究

を提案できる。  

④ 研究の企画・立案者はシナリオに基づいて、

プロジェクトが必要とするリソース（人、設

備、資金、時間）を用意したり申請したりで

きる。  

４．２ 研究の実施 

① 研究の実施者はシナリオに基づいて、過不足

なく合理的に研究参加者を決められる。必要

に応じて外部の共同研究相手先を選び最適

な実施体制が作れる。  

② 研究の実施者は参加者全員でシナリオを共

有し、それぞれの参加者が自己の位置づけと

役割を認識できる。産学官の共同研究であれ

ば、それぞれの役割と相互の関係を明確にで

きる。  

③ 研究の途中において中間評価などによりプ

ロジェクトの実施方針を変える場合には、研

究の実施者はシナリオ全体を柔軟かつ全体

整合的に変更し、適切にプロジェクトを再構

築して運営管理できる。  

４．３ 研究の評価  

① 資金提供者などの研究評価者は研究プロジ

ェクトの申請段階で、提示されたシナリオの

合理性、革新性、実現可能性、リソースの妥

当性を評価して採否を適確に判断できる。  

② 研究評価者は研究実施の中間段階で、作成さ

れたシナリオに基づいて研究の進捗を評価

し、状況や環境の変化に合わせて適切にシナ

リオ変更の是非を判断できる。  

③ 研究評価者は研究実施の終了段階で、作成さ

れたシナリオに基づいて研究の実施状況と

成果を評価できる。またシナリオ自体の合理

性、革新性、実現可能性を検証できる。 

４．４ 研究者の能力評価 

論文の中でシナリオが記述されることで構成

的研究ができる優れた研究者を見出し、その能力

を評価することができる。  

① シナリオを構想する能力 

要素技術から活用事例までを俯瞰して全体の

シナリオを構想し、設計・提示できる能力  

② 社会価値を想定する能力 

今までにない革新的な社会価値（活用事例）

を想定できる能力  

③ 研究目標を設定する能力 

社会価値にマッチした研究目標を設定でき

る能力  

④ 技術要件を設定する能力 

研究目標が満たすべき要件を機能、特性、安

全性、リスクに適切にブレークダウンできる

能力  

⑤ 要素技術を選択し開発する能力 

過不足のない要素技術を特定できる能力  

自己および自己のグループが強みを持つ要素

技術を特定できると同時に、先行研究者の優

れた要素技術を見出して選択できる能力  

最も実現が困難なキーとなる要素技術を自ら

開発できる能力  

 

５. おわりに 

 科学技術イノベーションの時代には構成型研

究がますます重要性を発揮するであろう。構成型

研究の中でシナリオはその中核をなすものであ

る。明確なシナリオがあることにより研究を実施

する側も大きな利益を得ることができるし、研究

資金を提供する側も適確な評価ができるように

なる。 

さらに最も期待されることは、シナリオを公開

することによって研究者や研究グループが相互

に触発され、イノベーションに向けた研究開発が

社会全体として一層高度化されることである。こ

の効果を強く望みたい。 

 
参考文献 
1) 産業技術総合研究所、

http://www.aist.go.jp/synthesiology/ 
2) 小林 直人、赤松 幹之、岡路 正博、富樫 茂

子、原田 晃、湯元 昇、Synthesiology 論文
における構成方法の分析、Synthesiology 
Vol.5 No.1, pp.36-52 (2012)． 

3) シンセシオロジー編集委員会、編集方針、

Synthesiology 各号の末尾 (2008-). 
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方法（piecemeal method)で、徐々に目標・シナリオを絞って精緻化していくことが構成学的な戦略形

成の方法の特徴の一つと言えよう。フィードバックにより、シナリオや構成方法を軌道修正する際、目

標設定、シナリオ描出、要素(検討課題)となる技術や知識の選択および統合には、多様な視点から仮説

形成推論（アブダクショ

ン）を用いて行うことが

推奨される（吉川 [6]）。 

図２にはこの構成学的

手法による検討の例を示

している。この研究課題

においては、実行可能性

のある政策に繋がる複数

のプランについて、それ

らの達成目標設定の合理

性・可能性を検討し、各

プランを実行するに当た

って必要な検討課題（①

法律的・制度的課題、②

地域的課題、③新技術・

新サービス・新産業の可

能性、④社会需要など）

を抽出する。図 2 には再

生可能エネルギーの普及

にあたって考慮すべき諸検

討課題の例も示してある。これらを考慮に入れで想定したプランを戦略として社会で実現するための道

筋を検討していく。 

その上で科学技術政策の専門家や政策担当者等の助言を得て全体的な政策実行可能性を検討し、その

結果を、産業連関表分析の前提条件として提供することを意図している。 

図２では、目標として、2030 年時点での有効な EMS (Energy Management System） 構築を設定した

場合、それに必要な「発電施設投資計画」や「HEMS、EV 普及見通し」などを想定してバックキャストを

行い、現時点からの課題、「蓄電池の技術開発動向」「HEMS の普及率」等々の課題を選択・統合して全体

シナリオを作り上げて行くプロセスを想定している。その過程でそのシナリオに沿った「産業連関分析

結果」との比較を行い、必要なフィードバックを行う。このループを何回も回して、次第に精緻な目標・

シナリオを作り上げていく。  

また図２ではシナリオを構成する要素(検討課題)の関係性、時間的発展性を示しているが、その検討

課題の内容（検討要素、有力情報、判断基準）などを、表 2 に示してある。具体的には、「蓄電池技術

の開発動向」という検討課題は、「蓄電池容量・寿命等の技術課題」。「ライフサイクルコスト」、「高付

加価値性」などの解決すべき検討要素があるが、その課題の解決には、「消費者動向」、「ユーザー企業

の戦略・動向」、「製造メーカの戦略・動向」が有力な情報であり、さらにその動向の判断基準として「国

際ビジネス動向」、「政策誘導効果」、「企業投資意欲」などが挙げられる。これと「HEMS 普及率」の検討

が統合されて「有効な家庭用 PV 設置容量」の検討に移っていく。この判断結果が、次の「次世代型火

力発電機の開発」さらには「再生可能エネルギー利用率」などの検討課題の前提となっていく。これら

の判断の際には、技術開発実績と動向、シミュレーション、市場調査等々のさまざまな情報を得つつ検

討を進行させていく。一方で、将来的には大規模データと確率推論と組み合わせる判断方法も望まれる。 

一方、よく言われるシナリオ・プラニングは、不確実な未来を予測するために市場、技術、経済など

の軸から未来を予測する複数のシナリオを作り、それぞれのシナリオでの投資リターン効果などを予測

する手法である。その際には比較的マクロな環境要因をベースにシナリオを考えることが多い。これに

対して、上でのべた構成学によるシナリオ形成は、目標を可能な限り明確に設定し、それに向けて利用

可能な要素技術、機会、制度等を選択・統合して行くことに特徴がある。従って、目標設定に確実性を

求めること、そこに向けて具体的事実の積み上げに基づいた計画性および論理性のあるシナリオを作り

上げていく、と言うことが出来よう。今回の場合、「2030 年に再生エネルギーを有効するための EMS 実

現」という比較的明白な目標を設定し、それに向けた技術開発や投資、社会受容性などを要素と考えて、

シナリオ5

シナリオ1’

シナリオ1

次世代型火力発
電機の開発

蓄電池の技術
開発動向

HEMSの普及率

フィードバック

バックキャスト

再生可能エネルギー
利用率

有効な家庭用PV
の設置容量

再生可能エネルギーを有
効活用するためのEMS

2030年社会についての
産業連関分析結果の検討

電気事業法

高齢化社会に
おけるニーズ

発電施設
投資計画

HEMS，EV
普及見通し

図２ 構成学的検討の例 

から、各再生可能エネルギーが異なる特質を持つことが示されている。他にも考察すべき様々な再生可

能エネルギーの特質（発電設備の稼働率、部品・原材料の国内調達率、発電能力の他に電力の需給調整

能力、発電所運転時の地域波及効果、等）があり、これらをふまえた包括的な分析が必要とされる。さ

らに、出力変動を伴う再生可能エネルギー電源の活用に際してその変動を、揚水発電や蓄電池の他、

HEMS(Home Energy Management System)・ (EV)の普及、デマンドレスポンスの活用、地域的なマイクロ

グリッドの導入等、様々なエネルギーマネジメントの技術要素を多様に組み合わせて吸収させることが、

電気工学分野の電源計画モデルでも重要な分析課題として考えられている。 

また表 1 は太陽光発電（PV）2,800 万 kW 導入時に資源エネルギー庁が想定（次世代送配電ネットワ

ーク研究会報告書、平

成 22 年 4 月［5］）し

た 6 つのエネルギー

マネジメントのシナ

リオに対して、施設の

建設時と運用時にど

れだけのCO2誘発効果

がもたらされるかを

産業連関分析により

試算した結果である

［4］。現状の技術では

蓄電池を大量導入す

るよりも PV の出力抑

制というマネジメン

トのほうが適当であ

ること、若干の HEMS

装置の導入は環境効

果を持ちうることが示されている。この結果にさらに蓄電池の技術開発動向や HEMS の普及率や技術開

発動向、HEMS に対する消費者の反応を考慮に入れた場合の効果、太陽光以外の再生可能エネルギーが

加わった場合の効果などを検討することが望まれる。 

 

３．構成学的検討の例 

前章で示したように産業連関分析によって、投入・産出構造を見ることによって産業ごとの生産構造

や販売構造をみることができ、経済構造の把握をすることが出来る。新たな産業の動きなども予測する

ことが出来るが、これを科学技術戦略構築に結びつけるためには、いくつかのシナリオに基づいて経済

構造を把握する必要がある。このシナリオの形成には、目標とそれを実現するための要素を統合するシ

ナリオを構成学的手法で形成し、それを基に産業連関分析を行い、その結果をまたシナリオ形成にフィ

ードバックするという螺旋的なプロセスを経ることにより、有効な政策提言に結びつけることが出来る

と考えられる。 

構成学は、研究成果の社会での活用を視野に入れて、目標やその実現のためのシナリオを設定し、そ

のために必要な要素選択と統合を行い、全体的な検証・評価を行う研究の方法論である［1］。実際には、

目標を見据えた技術シーズを創出あるいは選択を行い、それをベースに全体の目標実現シナリオを作り

上げていく。一方、科学技術戦略構築の構成学的検討においても、ある技術課題に対して、①その最終

的な目標の設定、②目標を実現するシナリオの設定、③シナリオを達成するための要素選択と統合、を

それぞれ行い、その実現可能性を検討・評価することが必要である。①の目標設定では、実際には、粗

い目標、やや細かい目標、精確な目標というようにシナリオの形成と並行して段階的に目標を明確化し

ていく。また②では、鍵となるシナリオの設定が重要である。粗い目標を設定した後、そのシナリオと

して、それに必要な要素選択・統合のシナリオを描いていく。これが基盤戦略の策定となる。③では、

このシナリオに沿って具体的に要素選択・統合を行う。実際には、システム構築のシミュレーション実

施や確率推論などによる判断を行う。その上で、シナリオを再点検・再構築し、さらに目標の精緻化を

行っていく。 

このループを回す間に、研究成果を社会的試用に供することが出来るようになるが、その場合はその

結果をまたシナリオ構築・要素統合にフィードバックを行いシナリオの修正を行う。このような漸進的

シナリオ

A
1年あたり
2,800万kW
施設建設CO2

排出量

B
1年あたり
施設運用
CO2排出量

C
1年あたり
太陽光発電
CO2削減換

算量

B‐C
差し引き
運用時CO2
削減量

A+(B‐C)
1年あたり
CO2総合効

果

1 出力抑制なし
NaS電池大規模

3,362,070 506,120 9,713,088 ‐9,206,968 ‐5,844,897

1’ 出力抑制なし
Liイオン電池大規模

7,302,917 261,461 9,713,088 ‐9,451,627 ‐2,148,709

2 出力抑制中規模
NaS電池中規模

2,003,038 291,584 9,470,261 ‐9,178,677 ‐7,175,639

3 出力抑制小規模
NaS電池やや大規模

2,529,762 347,111 9,632,146 ‐9,285,034 ‐6,755,272

4 出力抑制大規模
NaS電池小規模

1,754,062 262,711 9,227,434 ‐8,964,722 ‐7,210,661

5 出力抑制中規模
HEMS活用

1,759,190 260,088 9,389,318 ‐9,129,230 ‐7,370,040

表 1 PV と EMS 建設時と運用時の CO2排出量(t-CO2) 
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方法（piecemeal method)で、徐々に目標・シナリオを絞って精緻化していくことが構成学的な戦略形

成の方法の特徴の一つと言えよう。フィードバックにより、シナリオや構成方法を軌道修正する際、目

標設定、シナリオ描出、要素(検討課題)となる技術や知識の選択および統合には、多様な視点から仮説

形成推論（アブダクション）を用いて行うことが推奨される（吉川 [6]）。 

図２にはこの構成学的

手法による検討の例を示

している。この研究課題

においては、実行可能性

のある政策に繋がる複数

のプランについて、それ

らの達成目標設定の合理

性・可能性を検討し、各

プランを実行するに当た

って必要な検討課題（①

法律的・制度的課題、②

地域的課題、③新技術・

新サービス・新産業の可

能性、④社会需要など）

を抽出する。図 2 には再

生可能エネルギーの普及

にあたって考慮すべき諸

検討課題の例も示してあ

る。これらを考慮に入れで

想定したプランを戦略として社会で実現するための道筋を検討していく。 

その上で科学技術政策の専門家や政策担当者等の助言を得て全体的な政策実行可能性を検討し、その

結果を、産業連関表分析の前提条件として提供することを意図している。 

図２では、目標として、2030 年時点での有効な EMS (Energy Management System） 構築を設定した

場合、それに必要な「発電施設投資計画」や「HEMS、EV 普及見通し」などを想定してバックキャストを

行い、現時点からの課題、「蓄電池の技術開発動向」「HEMS の普及率」等々の課題を選択・統合して全体

シナリオを作り上げて行くプロセスを想定している。その過程でそのシナリオに沿った「産業連関分析

結果」との比較を行い、必要なフィードバックを行う。このループを何回も回して、次第に精緻な目標・

シナリオを作り上げていく。  

また図２ではシナリオを構成する要素(検討課題)の関係性、時間的発展性を示しているが、その検討

課題の内容（検討要素、有力情報、判断基準）などを、表 2 に示してある。具体的には、「蓄電池技術

の開発動向」という検討課題は、「蓄電池容量・寿命等の技術課題」。「ライフサイクルコスト」、「高付

加価値性」などの解決すべき検討要素があるが、その課題の解決には、「消費者動向」、「ユーザー企業

の戦略・動向」、「製造メーカの戦略・動向」が有力な情報であり、さらにその動向の判断基準として「国

際ビジネス動向」、「政策誘導効果」、「企業投資意欲」などが挙げられる。これと「HEMS 普及率」の検討

が統合されて「有効な家庭用 PV 設置容量」の検討に移っていく。この判断結果が、次の「次世代型火

力発電機の開発」さらには「再生可能エネルギー利用率」などの検討課題の前提となっていく。これら

の判断の際には、技術開発実績と動向、シミュレーション、市場調査等々のさまざまな情報を得つつ検

討を進行させていく。一方で、将来的には大規模データと確率推論と組み合わせる判断方法も望まれる。 

一方、よく言われるシナリオ・プラニングは、不確実な未来を予測するために市場、技術、経済など

の軸から未来を予測する複数のシナリオを作り、それぞれのシナリオでの投資リターン効果などを予測

する手法である。その際には比較的マクロな環境要因をベースにシナリオを考えることが多い。これに

対して、上でのべた構成学によるシナリオ形成は、目標を可能な限り明確に設定し、それに向けて利用

可能な要素技術、機会、制度等を選択・統合して行くことに特徴がある。従って、目標設定に確実性を

求めること、そこに向けて具体的事実の積み上げに基づいた計画性および論理性のあるシナリオを作り

上げていく、と言うことが出来よう。今回の場合、「2030 年に再生エネルギーを有効するための EMS 実

現」という比較的明白な目標を設定し、それに向けた技術開発や投資、社会受容性などを要素と考えて、

シナリオを形成していく設定を行っている。 

シナリオ5

シナリオ1’

シナリオ1

次世代型火力発
電機の開発

蓄電池の技術
開発動向

HEMSの普及率

フィードバック

バックキャスト

再生可能エネルギー
利用率

有効な家庭用PV
の設置容量

再生可能エネルギーを有
効活用するためのEMS

2030年社会についての
産業連関分析結果の検討

電気事業法

高齢化社会に
おけるニーズ

発電施設
投資計画

HEMS，EV
普及見通し

図２ 構成学的検討の例 
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人間特性に適合した製品を社会に出して行くための方法 

 

 
○赤松幹之（産総研） 

 

 
１．はじめに 

 我々が日常生活で使う製品であっても，必ずし

も使う側の人間の特性に合ったものにはなって

いない．製品のユーザは，それを使いにくいと感

じたり，不便であると不満を感じながらも使い続

けていることも多い．しかし単に不満を感じると

いうだけでなく，使いにくさが事故につながるこ

とも多く，安全で使いやすい製品を社会に広める

ことが望まれる．さらに，アップル製品の成功の

背景の一つにはユーザインタフェースの使い易

さがあり，ユーザの視点を忘れることなくユーザ

として欲しいものにこだわり続けて開発した結

果であると考えると，安全安心という面だけでな

く使い易さが製品の価値をつくることもあるこ

とが分かる． 

 製品を開発・設計するのも人間であることから，

開発者が意識して作れば人間特性に適合した製

品ができるように思われるが，実際にはそれには

困難がある．製品開発をしているときには開発者

は技術的な都合から見てしまうことが多く，使用

者側に常に視点をおいて開発をすることは容易

ではない．また，開発者が使用者の視点をもって

開発した場合においても，開発者が想定できるユ

ーザの幅には限界がある．例えば，高齢者がいか

に小さい文字が見えないかは，若い開発者には想

像ができない．そのために，人間特性に適合して

いる方が良いと分かっていても，それを実際に実

現するように開発をすることは簡単ではない． 

 このような人間特性に適合した製品の研究開

発について，Synthesiologyに掲載された論文を

例に取り上げ，その研究開発のシナリオの特徴を

分析する．ここで取り上げた研究開発は，人の音

の聞こえ方（聴覚特性）とものの見え方（視覚特

性）という人間特性の基本的なものである．人間

工学研究としては極めて単純なものであるが，そ

れゆえ研究開発のシナリオが分かり易いことが

期待できる． 

 

２．背景となる社会構造 

 人間特性に適合する製品を実現しようとする

ときの困難性の一つが，製品設計に使える人間特

性の定量的なデータが十分に整備されていない

ことである．人間特性のデータを得るためには心

理学や人体計測学，生理学，運動学等の知識が必

要である．業種によってはそういった専門家を企

業で抱えることも可能であるが，一般には難しい．

人間適合性製品産業という業界は存在しておら

ず，（例えば高齢者という）市場が存在している

だけである．このように様々な業界にまたがる場

合には，業界で協力して人間特性を収集すること

も難しい． 

 我が国は世界に類をみない高齢化社会になっ

ているが，他の先進国においてもこの傾向は進ん

で来ている．したがって，高齢者にとって安全安

心な製品を国民に提供するというだけでなく，高

齢者対応製品の技術を持つことは，他国に対する

強みとなりうると考えられる．このようなことか

ら，経済産業省では高齢者・障害者対応の製品開

発を国際的にリードしてく施策を始めて，その手

段として工業標準を用いることにした．そこで，

まず1998年にISO/COPOLCO（国際標準化委員会消

費者政策委員会）において日本が提案を行い，製

品開発において高齢者や障害者に配慮すべきで

あるというISO/IECガイド71が2001年に制定され

た．これは基本的なガイドラインであり，次には

実際に製品設計において人間特性を考慮して設

計するための具体的な工業標準を策定する必要

がある．そのためには高齢者を始めとする人間の

特性のデータが必要であるが，上述のようにそれ

を特定の産業界に期待することはできない．そこ

でこれまで人間工学研究を行って来た公的研究

機関である産総研に人間特性データの収集とそ

れに基づく工業標準化を委ねた． 

 

諸外国の将来
的な社会構造 

工業標準 

高齢化社会
になった日本 

行政 

産業a 
産業b 

公的研究
機関 

産業c 

産業d 

特定の産業に
限定されない 

政策
ツール 

依頼 

高齢者対応製
品の市場導入 

設計
ツール 

 
図１．高齢者・障害者対応製品の市場導入におけ

る社会構造 

 

 

 

４．おわりに 

本来、技術開発成果の集積を基に成り立ってきた構成学が、本研究のような科学技術戦略構築に

どのように応用できるかはまだ課題が多い。その際、極めて重要な事は、検討課題の抽出と評価で

あろう。今後、大規模データや確率推論のより広範な活用によって、より精緻な戦略構築に向けた

研究が期待される。 

一方、今回行った産業連関と構成的手法の連携による研究成果は、将来的に国や地方自治体の再

生エネルギー利用政策の形成に役立てることが出来ると考えられる。特に、文部科学省においては

NISTEP およびそこを通して未来エネルギー開拓のプロジェクト等に、経済省資源エネルギ―庁や

NEDO にとっては、再生可能エネルギーの開発・普及政策に利用することが可能であろう。特に現在

スマートシティの政策も動いている中で、それを目指す地方自治体が利用することも予想される。

また電力会社やエネルギー関連企業、協会などにも役立つ情報となることも期待され、このような

手法が戦略形成に広く利用されることを期待したい。 
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表 2 構成学的検討における検討課題の例 




